
桐生市地域自立支援協議会の概要

桐生市

桐生市

平成１８年４月

直営

下表のとおり

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

2 25 11 41 11 7

回数 委員数

相談支援ワーキンググループ 12 22
地域支援部会 12 12
就労支援部会 10 31
こども部会 8 22
手話部会 10 9
地域生活支援拠点部会 9 16

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

児童相談所
3

県（行政職員）
7
1 民生委員・児童委員
3 1 主任児童委員

1 地域住民の代表者

その他 4

計 25

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回　　 H30.5.10 ・委嘱状交付式

・桐生市地域自立支援協議会の概要説明
・平成30年度事業計画について

第2回 H31.2.20 ・平成30年度事業報告について
・平成31年度事業計画について
・自殺対策計画について

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

5障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・定例会等で出された提案等を協議し、全体会で意思確認をし、取り組み成果として提案をする。
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●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
21 児童相談所
3 3

県（行政職員）
5

民生委員・児童委員
3 1 主任児童委員

1 地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 4

計 41

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

種別 種別 種別

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

相談支援事業者

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・地域課題の検討、情報の共有、全体会への提案事項の取りまとめをする。

各専門部会の内容報告、障がい就業・生活支援センター「さんわ」から就職者等の報告及び基幹型相談
室の相談支援から、関係機関による情報の共有と課題の検討を実施
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●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数

児童相談所
3

県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他(基幹型職員） 4

計 7

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【相談支援ワーキンググループ】
（１）委員構成

人数 人数 人数
19 児童相談所

1
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 2

計 22

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 H30.4.20 ・今年度の取り組みについて
第2回 H30.5.18 ・サービス等利用計画の基本情報の書き方について
第3回 H30.6.15 ・GSV　事例をもとにしてのグループディスカッション
第4回 H30.7.20 ・ストレングスを把握する意味、必要性について（前回のGSVの振り返り）
第5回 H30.8.17 ・サービス等利用計画の書き方について
第6回 H30.9.21 ・モニタリング報告書の書き方について
第7回 H30.10.19 ・ゲートキーパー研修　講師：桐生保健福祉事務所
第8回 H30.11.16 ・研修会「成年後見制度の活用」～その人らしい幸せな人生をサポートする～

講師：群馬県社会福祉士会（県成年後見制度出前講座利用）
第9回 H30.12.21 ・GSV　事例をもとにしてのグループディスカッション
第10回 H31.1.18 ・GSV（12月）の振り返り　来年度の取り組みについて
第11回 H31.2.15 ・来年度の取り組みについて
第12回 H30.3.15 ・モニタリング期間について　医師意見書について

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・定例会で検討する課題等を整理

・地域課題の検討

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・グループスーパービジョン（GSV）の実施とサービス等利用計画作成、介護保険、成年後見制度などの勉強会の開催

・事例検討（GSV等）、社会資源マップの作成検討、介護保険制度、スキルアップ等の研修開催

相談報告、専門部会報告等で出された地域課題を整理し、定例会の協議事項を調整
運営会議メンバーは全体会、専門部会の事務局として携わる。
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【地域支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
5 児童相談所

1
県（行政職員）

3
民生委員・児童委員

2 主任児童委員
地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 1

計 12

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 H30.4.24
第2回 H30.5.29
第3回 H30.6.26
第4回 H30.7.31
第5回 H30.8.28
第6回 H30.8.28 ・サービス管理責任者等連絡会　被災地での活動報告等（説明：安心安全課）

簡易トイレの紹介、説明、グループワーク「災害時のトイレについて考える」
第7回 H30.10.30 ・サービス管理責任者等連絡会の振り返り　　今後の取り組みについて
第8回 H30.11.27 ・障害者が地域で豊かに暮らすための配慮について考える～事例をもとに～
第9回 H30.12.25 ・サービス管理責任者等連絡会について（2月開催）
第10回 H31.1.29 ・地域生活支援拠点について
第11回 H31.2.26 ・サービス管理責任者等連絡会

障害者虐待防止について　　講師：群馬県障害者権利擁護センター
第12回 H31.3.26 ・サービス管理責任者の振り返り　　来年度の取り組みについて

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

防災・災害についての周知、啓発について

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・障害者に関わる防災対策について、またサービス管理責任者等連絡会を年2回開催

・地域生活支援拠点部会と重なるテーマもあるため、地域支援部会の中で地域生活支援拠点につい
ても検討する。サービス管理責任者等連絡会の開催。
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【就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
9 児童相談所
2 2

県（行政職員） 3
11

民生委員・児童委員
2 1 主任児童委員

地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 1

計 31

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 H30.4.25 ・本年度の活動内容について
第2回 H30.5.23 ・本年度の活動内容について障害者雇用促進見学会について

他市の就労支援部会の状況について
第3回 H30.6.27 ・障害者雇用促進見学会について
第4回 H30.7.25 ・あざ美会エコー（就労移行支援、就労継続支援B型）見学
第5回 H30.9.26 ・障害者雇用促進見学会について
第6回 H30.10.12 ・あさひ特別支援学校「企業採用担当者学校見学会・情報交換会」

・障害者雇用促進見学会について
第7回 H30.12.26 ・障害者雇用促進のための企業見学会の振り返り
第8回 H31.1.31 ・にっこにっこファクトリー、にっこにっこワーク（就労移行支援、就労継続支援B型）見学

第9回 H31.2.27 ・来年度の取り組みについて
第10回 H31.3.27 ・来年度の取り組みについて　グループワーク

（４）今後の課題・取組

市町村（行政職員）障害者就業・生活支援センター

発達障害者支援センター

種別 種別 種別

障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

・障害者雇用促進見学会の実施及び就労移行支援事業所の見学

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

・障害者及び保護者向け障害者雇用促進のための企業見学会の実施及び障害者就労についての事例検討

高齢者介護の関係機関 保育所

相談支援事業者
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【こども部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
3 児童相談所

4
県（行政職員）

10
1 民生委員・児童委員
3 主任児童委員

地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 1

計 22

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 H30.5.11 ・発達障害者地域支援マネージャー派遣事業について
第2回 H30.6.8 ・きりっこサポートファイルのアンケートの内容「摂食」についての勉強会について
第3回 H30.7.13 ・「摂食」についての勉強会　：講師　両毛整肢療護園　山守言語聴覚士
第4回 H30.9.14 ・きりっこサポートファイルのアンケートの実施、マネージャー派遣事業について
第5回 H30.11.9 ・「こどもの支援」についての勉強会
研修会 H30.12.26 ・研修会「発達障害を持つこどもたちの集団活動の中での支援方法」

講師：NPO法人リンケージ　石川臨床心理士（県マネージャー派遣事業利用）
第6回 H31.1.11 ・来年度の取り組み内容、医療的ケア児を支援する関係機関の情報交換会について

第7回 H31.2.8 ・きりっこサポートファイルのアンケートの集計結果、来年度の取り組み内容等について
・医療的ケア児を支援する関係機関の情報交換会について

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

・医療的ケア児を支援する関係機関の情報交換会の開催

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・サポートファイルの活用方法や周知方法についての検討及び「摂食や発達の偏り」などこどもの支援
に活用できる内容の勉強会
・第3回医療的ケア児を支援する関係機関の情報交換会の開催

  ・サポートファイルの活用方法や周知方法についての検討及びこどもの支援に活用できる制度内容の勉強会開
催
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【手話部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

2
県（行政職員）

1
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他（手話通訳者等） 3

計 9

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
　第1回　 H30.5.21

第2回 H30.6.19
第3回 H30.7.17
講演会 H30.8.9 桐生市手話推進講演会の実施

世界へ宇宙へ広がれ手話のメッセージ　講師：元JAXA職員　春日　春樹
第4回 H30.9.18 ・手話推進講演会の報告、手話啓発パンフレット、手話通訳育成講座について
第5回 H30.10.16 ・来年度の取組（講演会やイベント等）、手話啓発パンフレットについて
第6回 H30.11.20 ・手話啓発パンフレットについて
第7回 H30.12.18 ・来年度の取組、手話啓発パンフレット、手話通訳育成講座について
第8回 H31.1.15 ・手話啓発パンフレットについて
第9回 H31.2.19 ・本年度のまとめと来年度の取組、手話啓発パンフレットの配布方法の確認
第10回 H31.3.19 ・平成30年度の実施報告について

・平成31年度の手話啓発イベント参加について

（４）今後の課題・取組

・手話体験教室、手話啓発パンフレット、手話推進講演会について

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

・「手話施策推進方針」に基づく平成30年実施計画の各事業について検討

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

3障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

・「手話施策推進方針」に基づく事業について、継続的に検討していく

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所
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【地域生活支援拠点部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
7 児童相談所

3
県（行政職員）

3
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他（基幹型職員） 3

計 16

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 H30.5.30 ・地域生活支援拠点について説明
第2回 H30.6.27 ・地域生活支援拠点のニーズ調査について

短期入所、日中一時支援事業所の空き状況及び相談支援事業所での困難事例の調査

第3回 H30.7.25 ・短期入所等の空き状況の情報提供システムについて
・地域生活支援拠点の必要な機能の確認と現状・課題等の整理について

第4回 H308.22 ・地域生活支援拠点等についての勉強会　講師：心身障害者福祉センター所長
第5回 H30.9.26
第6回 H30.10.24
第7回 H30.12.26 ・公営住宅をグループホームで利用することについて
第8回 H31.1.23 ・拡大アドバイザー会議報告について

地域生活支援拠点の取り組み報告（栃木市、前橋市、玉村町）
第9回 H31.2.27 ・来年度の取り組みについて検討（地域支援部会と統合）

（４）今後の課題・取組
・地域支援部会と統合し地域生活支援拠点について検討・協議を行う

・相談支援体制のセルフチェックシートについて検討

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

高齢者介護の関係機関 保育所

・平成32年度末までに整備するとされている地域生活支援拠点についての協議を行う

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
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みどり市障害者地域支援協議会の概要

みどり市

みどり市

平成19年4月

直営

下図のとおり

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

6 30 12 15

回数 委員数

・こども支援部会 10 13
・就労支援部会（桐生市と合同開催） 12 25
・地域づくり部会 10 8

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名

定例会（全体会）
・定例会と全体会を兼ねている段階。

・不定期開催（事前の事務局会議で決定し、

招集）

・構成員（約30名）：相談支援事業所、特別

支援学校、障害福祉事業所、県からのアド

バイザー、市関係職員ほか

こども支援部会
・年10 回開催。

・構成員（約13名）：相談

支援事業所、特別支援学

校、障害福祉事業所、市

関係職員ほか

就労支援部会
・年12回開催。

・構成員（約25名）：相談支

援事業所、特別支援学校、

障害福祉事業所（主に就

労系）、ハローワーク、障

害者就労･生活支援セン

ター、市関係職員ほか
・桐生市と合同開催。

地域づくり部会
・年10回開催。

・構成員（約8名）：相談支

援事業所、障害福祉事業

所、市関係職員ほか

事務局会議（運営会議）
・年12回開催。

・月の上旬に開催し、その

月の定例会の開催やテー

マなどについて協議する。

・構成員（約15名）：相談支

援事業所、市関係職員
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●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
12 児童相談所
1 5

県（行政職員） 1
7

民生委員・児童委員
2 主任児童委員

1 地域住民の代表者
その他 1

計 30

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 H30.5.15

＜議題＞ 報告 ・相談支援事業関係報告、部会報告、虐待防止センター関係報告、
　事業所関係報告など

協議 相談支援事業関係報告、部会報告、事業所関係報告　ほか

第2回 H30.7.17
＜議題＞ 報告 ・相談支援事業関係報告、部会報告、虐待防止センター関係報告、

　事業所関係報告など
協議 相談支援事業関係報告、部会報告、事業所関係報告　ほか

第3回 H30.9.18
＜議題＞ 報告 ・相談支援事業関係報告、部会報告、虐待防止センター関係報告、

　事業所関係報告など
協議 相談支援事業関係報告、部会報告、事業所関係報告　ほか

第4回 H30.11.20
＜議題＞ 報告 ・相談支援事業関係報告、部会報告、虐待防止センター関係報告、

　事業所関係報告など
協議

第5回 H31.1.23
＜議題＞ 報告 ・相談支援事業関係報告、部会報告、虐待防止センター関係報告、

　事業所関係報告など
協議 相談支援事業関係報告、部会報告、事業所関係報告　ほか

第6回 H31.3.19
＜議題＞ 報告 ・相談支援事業関係報告、部会報告、虐待防止センター関係報告、

　事業所関係報告など
協議 相談支援事業関係報告、部会報告、事業所関係報告　ほか

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない。

　（地域生活支援拠点整備や基幹相談支援センター開設等､事前の事務局会議で設定）

　

相談支援事業関係報告、部会報告、事業所関係報告　ほか
講演会：安田淑美さん（発達障害者地域支援マネージャー）
演　題：軽度発達障がい児への支援について　
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●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
12 児童相談所

3
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 15

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

・原則毎月第２月曜日に開催。
　 ・委託相談支援事業所と障害福祉係職員で報告や協議をしている。

発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者

医療機関
教育関係機関

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）

権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

学識経験者
公共職業安定所（ハローワーク）

・個別相談ケースの報告から、対応を検討するとともに、地域課題の共有や整理を行い、必要

　な対応策を検討。

高齢者介護の関係機関 保育所

・また、定例会の開催や協議内容、ワーキンググループや勉強会のテーマを協議している。

民間企業 保健所・保健センター
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【こども支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所

6
県（行政職員）

2
民生委員・児童委員

2 主任児童委員
2 地域住民の代表者
1 その他

計 15

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

・原則毎月開催。
・個別ケースの現状等情報交換のほか、サポートファイルや５歳児健診などについて協議。

（４）今後の課題・取組

高齢者介護の関係機関 保育所

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 身体・知的障害者相談員

医療機関

・

・その他は都度、協議事項を決めている。

・「気になるこども」への関わり方。

・生まれてから就学や就職等、大人になるまでの支援のつなぎ方についての体制づくりなど。

・

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

権利擁護関係団体
学識経験者

・個別ケースについての現状等情報交換

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
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【就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
8 児童相談所
2 1

県（行政職員） 2
6

民生委員・児童委員
2 1 主任児童委員

地域住民の代表者
その他 3

計 25

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

 　・原則毎月開催。
・雇用促進見学会や特例子会社見学会の実施。
・就労アセスメントや暫定支給決定など、複雑な制度に関して共通認識を図る。
・障害者の就労問題について広く、協議している。

（４）今後の課題・取組

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・就労の促進及び継続を支援するためのネットワークづくり
・その他は都度、協議事項を決めている。
・

・雇用促進見学会への事業者側の参加者が少なく、実施方法や周知等の改善が必要。

・桐生・みどり地域では、企業の求人より、障がい者側の求職者が少ない状況だが、潜在的な

　求職者などがいるか把握をすすめる。
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【地域づくり部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
4 児童相談所

2
県（行政職員）

3
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他

計 9

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

 　・原則毎月開催（平成28年9月から開催）。
・障害者スポーツ、料理交流会、発達障害サポーター、資源マップなどに関して、それぞれの
　実現に向け具体的な検討をすすめている。

（４）今後の課題・取組

・必要に応じて各機関（手をつなぐ育成会や当事者団体など）の方を招き、部会委員の追加を
　検討する。

 協議する。

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

種別 種別 種別

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・障がい者と市民の交流をとおして、「障がい」に対する啓発を図る。

・障害者スポーツ、料理交流会、発達障害サポーター、資源マップなど、幅広く取り組んでいる。

・その他は都度、協議事項を決めている。

・障害者スポーツ、料理交流会、発達障害サポーター、資源マップなどの実現に向け継続して
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太田市障がい者支援協議会の概要

太田市

太田市

平成２０年４月

その他

別紙のとおり

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

2 50 5 29

回数 委員数

こども部会 2 22
生活支援部会 3 21
就労支援部会 3 40
相談支援部会 5 21

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
1 児童相談所 1

1 6
県（行政職員）

20
民生委員・児童委員 1

2 1 主任児童委員
1 地域住民の代表者

その他 5

計 51

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 H30.6.4
＜議題＞ 報告 ・太田市障がい者相談支援センターの実績について

・太田市障がい者支援協議会の運営計画について
・各部会からの報告
・事務局から各種報告事項

第2回 H31.3.19
＜議題＞ 報告 ・太田市障がい者支援協議会の各会議の開催状況について

・地域生活支援拠点の運用についての説明
・事務局から各種報告事項

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害当

事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

12障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・地域生活支援拠点について

・

・
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●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
2 児童相談所 1
1 4

県（行政職員） 1
18

民生委員・児童委員
1 主任児童委員

1 地域住民の代表者
その他 4

計 33

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 H30.5.11
＜議題＞ 報告 ・H29年度太田市障がい者相談支援センターの事業実績について

・H30年度太田市障がい者支援協議会の運営計画について
・各部会からの報告
・事務局及び地域からの報告・提案

第2回 H30.7.24
＜議題＞ 報告 ・各部会からの報告

・事務局から報告

第3回 H30.10.4
＜議題＞ 報告 ・各部会からの報告

・地域生活支援拠点の整備工程について
・事務局及び地域からの報告・提案

第4回 H30.12.20
＜議題＞ 報告 ・各部会からの報告

・地域生活支援拠点の整備案について
・各部会主催の研修予定について

第5回 H31.2.26
＜議題＞ 報告 ・各部会からの報告

・地域生活支援拠点整備に向けた論点の整理

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害当

事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・地域生活支援拠点について

・

・
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【こども部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所 1

5
県（行政職員） 1

3
民生委員・児童委員

1 主任児童委員
1 地域住民の代表者
4 その他 3

計 19

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 H30.7.3 第3回 H30.12.21
＜議題＞ 今年度の活動について ＜議題＞ サポートファイルについて

第2回 H30.10.16 第4回 H31.2.4
＜議題＞ サポートファイルについて ＜議題＞ サポートファイルについて

（４）今後の課題・取組

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者

・サポートファイルの作成について

相談支援事業者 障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

種別 種別 種別

・

・

・サポートファイルの作成及び運用のについて

・

・
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【生活支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

3
県（行政職員）

16
民生委員・児童委員

1 主任児童委員
地域住民の代表者
その他 2

計 22

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 H30.7.13 第3回 H31.2.14
＜議題＞ 今年度の活動について ＜議題＞ ・地域生活支援拠点について

第2回 H30.11.9
＜議題＞ ・地域生活支援拠点について

（４）今後の課題・取組

・

・地域生活支援拠点の運用に関して論点の整理及び精査

・

・

民間企業 保健所・保健センター
高齢者介護の関係機関 保育所

・地域生活支援拠点について

・

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害当

事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

種別
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【就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

2 3
県（行政職員） 3

16 1
8 民生委員・児童委員
1 2 主任児童委員
1 1 地域住民の代表者

その他 2

計 40

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 H30.8.31 課題別会議 H30.9.27
＜議題＞ 就労に移行に関する取組・課題について ＜議題＞ 就労に移行に関する取組・課題について

第2回 H30.11.28
＜議題＞ 就労に移行に関する取組・課題について

情報交換について
第3回 H31.2.19 全体会 H30.5.29
＜議題＞ 事業所視察 ＜議題＞ 今年度の方針について

各機関からの報告について

（４）今後の課題・取組

高齢者介護の関係機関 保育所

・特に定めていない

・

・

・工賃向上及び、就労移行率と定着率の向上

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害当

事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

・

・
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【相談支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
21 児童相談所

2
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者
その他 2

計 25

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容

第1回 H30.7.20 第3回 H30.11.21
＜議題＞ 今年度の活動について ＜議題＞ 地域生活支援拠点について

可算請求について
事例検討

第2回 H30.9.26 第4回 H31.2.21
＜議題＞ 地域生活支援拠点について ＜議題＞ 地域生活支援拠点について

可算請求について
事例検討

（４）今後の課題・取組

・地域生活支援拠点との関わりについて、ひっ迫している相談員の数の中でどう質的な向上を図るのか

・

・

高齢者介護の関係機関 保育所

医療機関

・地域生活支援拠点整備について

・

・

市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

種別 種別 種別

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

相談支援事業者 障害当事者団体・障害当
事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター
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館林市外五町地域自立支援協議会の概要

館林市、板倉町、明和町、千代田町、邑楽町、大泉町

館林市、板倉町

平成２５年５月

直営

●全体会・定例会・運営会議・専門部会の活動回数及び委員数

回数 委員数 回数 委員数 回数 委員数

1 69 6 19 6 5

回数 委員数

地域生活支援部会 4 19
就労支援部会 2 14
児童発達支援部会 6 17
相談支援部会 8 16

【構成団体】

【事務局】

【設置年月】

【運営方法】

【組織図】

全体会 定例会 運営会議

専門部会名

全体会

・年１回開催

・構成員：障害福祉

サービス事業者、相談

支援事業者、民生委員

児童委員、障害者相談

地域生活支援部会

・年４回開催

・構成員：

通所系事業者

居住系事業者

訪問系事業者

学校関係者

行政職員

千代田町,明和

町

就労支援部会

・年２回開催
・構成員：

就労系事業者
就労関係機関
学校関係者

行政職員
板倉町,邑楽町

児童発達支援部会

・年６回開催

・構成員：

障害児通所事業

者

学校関係者

行政職員

館林市

相談支援部会

・年８回開催

・構成員：

相談支援事業

者

行政職員

大泉町

定例会議

・年６回開催

・構成員：

相談支援事業者

（副事務局）

行政職員

（正副事務局）

運営会議

・年６回開催

・構成員：

相談支援事業者

（副事務局）

行政職員

（正副事務局）
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●全体会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
11 児童相談所
2 9

県（行政職員） 2
21 10

民生委員・児童委員 3
2 主任児童委員

地域住民の代表者

その他 7

計 69

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 H31.2.27
＜議題＞ 報告 ・平成30年度活動状況について

・今年度の成果と来年度の計画について
研修会 地域生活支援拠点について

講師：心身障害者福祉センター所長　井上秀洋　氏

高齢者介護の関係機関 保育所

・地域生活支援拠点の整備

・定例会議等活動報告

・今年度の成果と来年度の計画

・部会活動報告

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

2障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
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●定例会の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
3 児童相談所
2 11

県（行政職員） 1
2

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 19

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 H30.4.17
＜議題＞ 報告 ・平成29年度活動状況について

・平成29年度相談状況について
協議 ・平成30年度協議会の日程について

・地域生活支援拠点の整備について
第２回 H30.6.27
＜議題＞ 報告 ・各部会運営方針について

・障害者虐待通報に関する報告について
協議 ・児童発達支援センターについて

・視察研修等の費用負担について
・地域生活支援拠点の整備について

第３回 H30.8.22
＜議題＞ 報告 ・部会報告

・第１回群馬県障害者自立支援協議会打ち合わせ会議結果について
協議 ・児童発達支援センターの設置について

・地域生活支援拠点整備について
・全体会の開催について

第４回 H30.10.24
＜議題＞ 報告 ・部会報告

・相談支援従事者専門コース別研修（ファシリテーション）参加報告
協議 ・地域生活支援拠整備の勉強会の開催について

・各部会における課題について
・全体会の開催について

第５回 H30.12.26
＜議題＞ 報告 ・部会報告

・児童発達支援部会運営規程について
協議 ・自立支援協議会研修会及び全体会の開催について

・各部会における課題について
第６回 H31.2.27
＜議題＞ 報告 ・定例会議等活動報告

・部会報告
・今年度の成果と来年度の計画について

研修会 講演「地域生活支援拠点について」

高齢者介護の関係機関 保育所

・報酬改定に伴う相談支援業務について

・視察研修等の費用負担について

・地域生活支援拠点について

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
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●運営会議の取組（テーマ）・活動内容等

（１）委員構成
人数 人数 人数
2 児童相談所

2
県（行政職員） 1

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 5

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 H30.4.13
＜議題＞ 報告 ・平成29年度活動状況について

・平成29年度相談状況について
協議 ・平成30年度協議会の日程について

・地域生活支援拠点の整備について
第２回 H30.6.14
＜議題＞ 報告 ・各部会運営方針について

・障害者虐待通報に関する報告について
協議 ・児童発達支援センターについて

・視察研修等の費用負担について
・地域生活支援拠点の整備について

第３回 H30.8.8
＜議題＞ 報告 ・部会報告

・第１回群馬県障害者自立支援協議会打ち合わせ会議結果について
協議 ・児童発達支援センターの設置について

・地域生活支援拠点整備について
・全体会の開催について

第４回 H30.10.16
＜議題＞ 報告 ・部会報告

・相談支援従事者専門コース別研修（ファシリテーション）参加報告
協議 ・地域生活支援拠整備の勉強会の開催について

・各部会における課題について
・全体会の開催について

第５回 H30.11.29
＜議題＞ 報告 ・部会報告

・児童発達支援部会運営規程について
協議 ・自立支援協議会研修会及び全体会の開催について

・各部会における課題について
第６回 H31.2.12
＜議題＞ 報告 ・定例会議等活動報告

・部会報告
・今年度の成果と来年度の計画について

研修会 講演「地域生活支援拠点について」

高齢者介護の関係機関 保育所

・定例会議の議題の決定

・

・

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
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●専門部会等の取組（テーマ）・活動内容等

【地域生活支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

2
県（行政職員）

14
民生委員・児童委員

2 主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 19

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 H30.7.26 ・合同作品展の開催について

・余暇支援について

第２回 H30.9.25 ・合同作品展の開催について
・余暇支援について

第３回 H30.11.27 ・日中一時支援の利用実態について
・土日の過ごし方について

第４回 H31.1.22 ・拠点整備について

（４）今後の課題・取組

・合同作品展の継続開催

・他地域の取り組み内容を知り、部会活動に活かしていく

・必要な時に必要なサービスが受けられるようニーズ調査を行なっていく

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・地域事業所間の連携の強化（情報の共有化と課題の抽出）

・余暇支援のあり方とその支援

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

・

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

1障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
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【就労支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
児童相談所

2 2
県（行政職員）

5
4 民生委員・児童委員

1 主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 14

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 H30.6.27 ・顔合わせ、各機関業務紹介

・関係機関の業務内容の説明
・意見交換

第２回 H30.8.27 ・各事業所が抱える課題発表
・意見交換

（４）今後の課題・取組

・通勤の移動手段に関する課題

・就労を希望する障害者の雇用促進

・就労している障害者の定着支援

・就労機関と行政との顔の見える関係作り

・障害者雇用に関する地域の現状と課題の把握

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・就労支援を地域課題として関係機関が連携していく

相談支援事業者 障害当事者団体・障害
当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

種別 種別 種別
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【児童発達支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
2 児童相談所

1
県（行政職員）

14
民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 17

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第１回 H30.5.14 ・部会運営規程の作成について

・母子手帳、サポートファイルの活用について
・相談支援事業所の現状について

第2回 H30.7.10 ・サービス提供事業所マップの作成について
・運営経費の考察

第3回 H30.9.11 ・強度行動障害者加算、報酬区分の指標について
・指導監査の情報共有

第4回 H30.11.13 ・運営規程発行
・視察経費等の考察
・児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所不足の解消
・学童クラブ、学校との連携について

第5回 H31.1.15 ・事業所不足と定員超過について
・学童クラブとの連携と必要な支援の提供について

第6回 H31.3.12 ・インフルエンザ等感染症対策について
・放課後学童クラブとの連携について

（４）今後の課題・取組

・拠点整備に向けた職員のスキルアップ

・重度心身障害児の受入れ

・事業所不足解消のため放課後学童クラブの指導員と協議を行ない、受け入れ可能な障害児

　を増やす。

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・質の向上（困難事例、放課後等デイサービスガイドライン）

・社会資源の情報共有、連携強化（教育機関、社会資源マップなど）

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター
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【相談支援部会】
（１）委員構成

人数 人数 人数
15 児童相談所

1
県（行政職員）

民生委員・児童委員
主任児童委員
地域住民の代表者

その他

計 16

（２）取組（テーマ）

（３）活動内容
第1回 H30.4.17 今年度活動目的・方針について

相談支援マニュアル作成について
受給者証の平準化（誕生月で切替え）について

第2回 H30.5.24 定例会議報告
計画相談マニュアルの作成について
親亡き後の困難ケースの選定について

第3回 H30.6.21 計画相談マニュアルの作成について
報酬改定について
親亡き後の困難ケースの選定について

第4回 H30.7.19 計画相談マニュアルの作成について
親亡き後の困難ケースの選定について
前橋市の相談支援の取組み

第5回 H30.9.20 地域生活支援拠点等整備に関する地域課題の明確化
困難ケース又は緊急時の受け入れ先について

第6回 H30.10.18 相談支援従事者専門コース別研修（ファシリテーション研修）報告
地域生活支援拠点等整備に関する地域課題の明確化

第7回 H30.12.7 困難ケース（サービス利用NGとなった）について
移動支援・居宅介護事業所の減少について
相談支援マニュアル配付

第8回 H31.1.11 居宅介護（通院等介助）による院内介助について
県相談支援従事者研修報告について

（４）今後の課題・取組

障害福祉サービス事業者 権利擁護関係団体 身体・知的障害者相談員

医療機関 学識経験者
教育関係機関 公共職業安定所（ハローワーク）

種別 種別 種別
相談支援事業者 障害当事者団体・障害

当事者及びその家族
（障害者相談員を除く）

障害者就業・生活支援センター 市町村（行政職員）
発達障害者支援センター

・

・相談支援員の更なる質の向上

・相談支援の認知度の向上

・地域生活支援拠点等整備に向けて相談支援の役割を明確化

民間企業 保健所・保健センター

高齢者介護の関係機関 保育所

・相談員の質の向上を図りながら、利用者のニーズに応えることが出来る様な支援の体制を図る

・
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群馬県健康福祉部障害政策課支援調整係

〒371-8570 群馬県前橋市大手町１－１－１

電 話 ０２７－２２６－２６３６

ＦＡＸ ０２７－２２４－４７７６




